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議案第９号 

   令和７年度銚子市病院事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和７年度病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 病   床   数               １１１床 

 ⑵ 年 間 患 者 数 

      入 院            ３８，６８６人 

      外 来            ８２，１７０人 

 ⑶ １ 日 平 均 患 者 数 

      入 院               １０６人 

      外 来               ３３０人 

 ⑷ 主要な建設改良事業 

      医療器械備品購入         １１０，４９５千円 

      器 具 備 品 購 入           ３，４１０千円 

建物附属設備工事          ３９，１７１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

          収          入 

 第１款 病 院 事 業 収 益       ７８９，０００千円 

  第１項 医 業 外 収 益      ７８９，０００千円 

          支          出 

 第１款 病 院 事 業 費 用       ７８９，０００千円 

  第１項 医 業 費 用      ７８４，６３５千円 
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  第２項 医 業 外 費 用        ３，３４５千円 

  第３項 特 別 損 失           ２０千円 

  第４項 予 備 費        １，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額１８９，６４０千円は過年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額２２，６８２千円及び過年度分損益勘定留保資金９２，５１４千円

及び当年度分損益勘定留保資金７４，４４４千円で補てんするものとする。）。 

          収          入 

 第１款 資 本 的 収 入        １５６，３６０千円 

  第１項 企 業 債       １５３，０００千円 

  第２項 出 資 金         ３，３６０千円 

          支          出 

 第１款 資 本 的 支 出        ３４６，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費       １５３，０７６千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金       １８９，５６４千円 

  第３項 投 資         ３，３６０千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定 

める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

病院機械器具

整備事業 
113,900 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年利 3.0％以内。た

だし、利率見直し方

式で借り入れる資金 

借入れ先の融通条

件による。ただ

し、企業財政その 
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病院施設整備

事業 
39,100  

について、利率の見

直しを行った後にお

いては、当該見直し

後の利率 

他の都合により繰

上償還又は低利に

借換えすることが

できる。 

計 153,000    

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 ⑴ 医業費用・医業外費用・特別損失の相互間 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、この経費の金額をこれ以外の経費の金額に流用

し、又はこれ以外の経費をこの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

ればならない。 

 ⑴ 職員給与費   ５，９９７千円 

 （他会計からの補助金） 

第８条 病院事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

７６９，６４８千円である。 

（重要な資産の取得） 

第９条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種類 名称 数量 

建物附属設備 受水槽 一式 

医療器械備品 
臨床化学自動分析装置 一式 

多目的デジタルⅩ線ＴＶシステム 一式 

  令和７年２月１８日提出 

                        銚子市長 越 川 信 一   



款 予定額（千円） 備　　　　　　　　　考 款 予定額（千円） 備　　　　　　　　　考

１病院事業収益 789,000 １病院事業費用 789,000

1 医 業 外 収 益 789,000 1 医 業 費 用 784,635

1 他会計負 担金 1,761 一般会計負担金 1 給 与 費 5,997 職員給与費

2 他会計補 助金 769,648 一般会計補助金 2 経 費 595,529 交付金等

3 長期前受金戻入 9,721 長期前受金収益化額 3 減 価 償 却 費 177,154 有形固定資産減価償却費

4
そ の 他
医 業 外 収 益

7,870 手数料等 4 資 産 減 耗 費 5,955 固定資産除却費

2 医 業 外 費 用 3,345

1 支 払 利 息 3,345 企業債利息

3 特 別 損 失 20

 1
過 年 度 損 益
修 正 損

10

2
そ の 他
特 別 損 失

10

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

支　　　　　　　　出

項 目目項

収　　　　　　　　入

令 和 7 年 度　銚 子 市 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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款 予定額（千円） 備　　　　　　　　　考 款  予定額（千円） 備　　　　　　　　　考

１ 資 本 的 収 入 156,360 １ 資 本 的 支 出 346,000

1 企 業 債 153,000 1 建 設 改 良 費 153,076

1 企 業 債 153,000 病院事業債 1 資 産 購 入 費 113,905 医療器械備品等購入費

2 出 資 金 3,360 2 工 事 費 39,171 建物附属設備工事費

1
他 会 計
出 資 金

3,360 一般会計出資金 2 企 業 債 償 還 金 189,564

1 企業債償 還金 189,564 元金償還金

3 投 資 3,360

1 長 期 貸 付 金 3,360 看護師等修学資金貸付金

項 目

収　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

項 目
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（単位 千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 △ 6,773

　減価償却費 177,154

　固定資産除却費 5,955

　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 77

　長期前受金戻入額 △ 9,721

　支払利息 3,345

　未収金の増減額（△は増加） 2,147

　未払金の増減額（△は減少） 410

　小計 172,440

　利息の支払額 △ 3,345

　業務活動によるキャッシュ・フロー 169,095

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 138,617

　長期貸付による支出 △ 3,360

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 141,977

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 153,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 189,564

　他会計からの出資による収入 3,360

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,204

資金増加額（又は減少額） △ 6,086

資金期首残高 91,639

資金期末残高 85,553

令 和 ７ 年 度　銚 子 市 病 院 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１　総    括

会計年度任用職員外書き

給　与　費　明　細　書

地域手当

64 

64 

通勤手当

24 

24 

（単位　千円）

（単位　千円）

勤勉手当

  

6,046 1,223 

△ 334 △ 1,272 0 

住居手当

889 5,997 

  

3,668 

1,826 5,108 889 5,997 

7,269 2,273 

 

△ 491 △ 447 △ 938 

 

6,046 1,223 7,269 3,668 2,273 

 

△ 334 △ 1,272 

特別職一般職

5 

給与費 法定
福利費

合計

5 

報酬 給料 手当 計

105 3,177 1,826 5,108 

105 3,177 

  

1 

(   )

1 

(   )

本年度

損益勘定
支弁職員

(   )

資本勘定
支弁職員

合計

合計 (   )

 

105 

前年度

損益勘定
支弁職員

(   )

資本勘定
支弁職員

(   )

5 

5 

時間外
勤務手当

期末手当

△ 938 △ 491 △ 447 

0 

損益勘定
支弁職員

区分
職員数（人）

0 

0 

1 105 

1 

0 

資本勘定
支弁職員

(   )

792 

565 500 673 

663 

（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム

比較

500 

合計 (   )

0 

手当の内訳

区分

(   )

△98 

前年度

比較 0 

本年度

△119 

318 

△318 
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２　給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

（単位　千円）

区分 増減額

給料 △ 491 給与改定に伴う増減 181 給与改定に伴う増分 給与改定の状況（前年度）

分 　給料の改定率

　実施時期 令和6年4月

昇給に伴う増加分 44 　平均昇給率

その他の増減分 △ 716 職員の変動等に係る

増減分

手当 △ 447 制度改正に伴う増減 88 給与改定に伴う支給割合の変更

分 地域手当 64 　支給割合 （新設）

　実施時期 令和7年4月

期末手当 12 　支給割合（改定後）

（改定前）

　実施時期 令和6年12月

勤勉手当 12 　支給割合（改定後）

（改定前）

　実施時期 令和6年12月

その他の増減分 △ 535 住居手当 △ 318 職員の変動、制度改正のはねかえり等に

通勤手当 24 係る増減分

期末手当 △ 131

勤勉手当 △ 110

2.00%

年間2.50月分

年間2.45月分

年間2.10月分

年間2.05月分

増減事由別内訳 説明 備考

1.49%

平均3.00%

－239－



３  給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　職員１人当たり給与

⑵　初任給

⑶　期末手当・勤勉手当

区分

本年度

2.250月分

(1.200月分)
2.300月分

前年度 (1.175月分)

2.300月分
国の制度

(2.400月分)
4.600月分

(2.350月分)
4.500月分

4.600月分

有

有

有

12月

(1.200月分)

2.250月分

2.300月分

(1.175月分)

2.300月分
(1.200月分)

 　（　　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員

(2.400月分)(1.200月分)

区分 事務職

平均年齢 37. 1 歳 

令和6年1月1日現在

320,200 円 

平均給与月額

平均給与月額 330,300 円 

38. 1 歳 

令和7年1月1日現在

平均給料月額

国の制度

194,500 円 225,600 円 

大学卒

支給期別支給率

高校卒 大学卒

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

支給率計
6月

区分 高校卒

平均年齢

387,856 円 

平均給料月額 303,800 円 

事務職 188,000 円 220,000 円 
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⑷　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　 ⑸　地域手当

⑹　その他の手当

20年 25年 35年
区分

その他の加
算措置等

最高限度

47.709000月分

47.709000月分

24.586875月分 33.270750月分

24.586875月分 33.270750月分

勤続の者

47.709000月分

47.709000月分

勤続の者 勤続の者

支給率等

国の制度
(支給率等)

支給率

2.0％

支給対象職員数

1人

通勤手当

区分 国の制度との異同

異

差異の内容

千葉県に準拠

国の指定基準に
基づく支給率

2.0％

備考

制度改正により令和7年度から支給する。

定年前早期
退職特例措
置(2%～20%
加算)
定年前早期
退職特例措
置(3%～45%
加算)
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　 ⑺　級別職員数及び標準的な職務内容

級
職員数
(人)

構成比
(％)

標準的な職務内容

計

副主査1 100.0 

7級

3級

1級

2級

5級

1 100.0 

1 100.0 

区分

6級

7級

計

1級

事務職

4級

8級

令和7年1月1日現在

令和6年1月1日現在

8級

2級

5級

6級

3級

4級 副主査

1 100.0 
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⑻　昇給

1 人  

1 人  

２号給

３号給

４号給 1 人  

５号給

６号給

８号給

100.0 ％  

1 人  

1 人  

２号給

３号給

４号給 1 人  

５号給

６号給

８号給

100.0 ％  

職員数　　　　　　（Ａ）

昇給に係る職員数　（Ｂ）

号給数別内訳

比率　　（Ｂ）／（Ａ）

事務職

職員数　　　　　　（Ａ）

昇給に係る職員数　（Ｂ）

比率　　（Ｂ）／（Ａ）

区分

前年度
号給数別内訳

本年度
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千円 千円 千円 千円

1 固　定　資　産

⑴ 有　形　固　定　資　産

ア 133,541

イ 2,944,557

△ 2,573,927 370,630

ウ 2,852,602

△ 2,520,176 332,426

エ 512,767

△ 452,966 59,801

オ 30,432

△ 18,159 12,273

カ 1,850,638

△ 1,282,680 567,958

キ 86,467

△ 64,721 21,746

ク 259

△ 246 13

1,498,388

⑵ 無　形　固　定　資　産

ア 5,085

5,085

⑶ 投 資 そ の 他 の 資 産

ア 5,070

5,070

1,508,543

2 流　動　資　産

⑴ 現  金 ・ 預  金 85,553

⑵ 未    収    金 14,150

99,703

1,608,246

令 和 ７ 年 度　銚 子 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

（令和８年３月３１日）

資　　産　　の　　部

減 価 償 却 累 計 額

医 療 器 械 備 品

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

器 具 備 品

流 動 資 産 合 計

長 期 貸 付 金

有 形 固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

3 固　定　負　債

⑴ 企　　業　　債

ア
502,990

502,990

4 流　動　負　債

⑴ 企　　業　　債

ア
179,928

⑵ 未　　払　　金 4,410

⑶ 引　　当　　金

ア 498

⑷ そ の 他 流 動 負 債 4,000

188,836

5 繰　延　収　益

⑴ 長 期 前 受 金 761,353

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 684,381

76,972

768,798

千円 千円 千円 千円

6 資   本   金 3,262,644

7 剰   余   金

⑴ 資　本　剰　余　金

ア 1,884

イ 6,500

ウ 4,951

エ 1,500

14,835

⑵ 利　益　剰　余　金

ア 2,438,031

△ 2,438,031

△ 2,423,196

839,448

1,608,246

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

国 庫 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

県 補 助 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負　　債　　の　　部
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千円 千円 千円

１

給 与 費 6,817

経 費 647,528

減 価 償 却 費 204,567

資 産 減 耗 費 4,049 862,961

△ 862,961

２

他 会 計 負 担 金 938

他 会 計 補 助 金 836,216

長 期 前 受 金 戻 入 11,691

そ の 他 医 業 外 収 益 6,837 855,682

３

支 払 利 息 1,667 1,667 854,015

△ 8,946

(△当年度未処理欠損金)

△ 8,946

△ 2,422,312

△ 2,431,258

医 業 外 収 益

⑵

⑶

⑶

⑴

令 和 ６ 年 度　銚 子 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

医 業 外 費 用

医業利益(△医業損失)

⑴

⑷

経常利益(△経常損失)

⑷

医 業 費 用

当年度未処分利益剰余金

⑴

⑵

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金
( △ 当 年 度 純 損 失 )

(△前年度繰越欠損金)
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千円 千円 千円 千円

1 固　定　資　産

⑴ 有　形　固　定　資　産

ア 133,541

イ 2,944,557

△ 2,542,937 401,620

ウ 2,819,808

△ 2,505,569 314,239

エ 512,767

△ 449,487 63,280

オ 30,432

△ 17,511 12,921

カ 1,814,739

△ 1,216,671 598,068

キ 80,768

△ 61,570 19,198

ク 259

△ 246 13

1,542,880

⑵ 無　形　固　定　資　産

ア 5,085

5,085

⑶ 投 資 そ の 他 の 資 産

ア 1,710

1,710

1,549,675

2 流　動　資　産

⑴ 現  金 ・ 預  金 91,639

⑵ 未    収    金 16,297

107,936

1,657,611

流 動 資 産 合 計

長 期 貸 付 金

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令 和 ６ 年 度　銚 子 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

（令和７年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

医 療 器 械 備 品

電 話 加 入 権

資　　産　　の　　部

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
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千円 千円 千円 千円

3 固　定　負　債

⑴ 企　　業　　債

ア
529,918

529,918

4 流　動　負　債

⑴ 企　　業　　債

ア
189,563

⑵ 未　　払　　金 4,000

⑶ 引　　当　　金

ア 575

⑷ そ の 他 流 動 負 債 4,000

198,138

5 繰　延　収　益

⑴ 長 期 前 受 金 761,353

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 674,659

86,694

814,750

千円 千円 千円 千円

6 資   本   金 3,259,284
7 剰   余   金

⑴ 資　本　剰　余　金

ア 1,884

イ 6,500

ウ 4,951

エ 1,500

14,835

⑵ 利　益　剰　余　金

ア 2,431,258

△ 2,431,258

△ 2,416,423

842,861

1,657,611

資　　本　　の　　部

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

国 庫 補 助 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

県 補 助 金

負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負　　債　　の　　部
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注   記   表 

１ 重要な会計方針 

⑴  固定資産の減価償却の方法 

ア  有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 

定額法によって取得の翌年度から行うこととしている。 

・主な耐用年数 

建物 １０～５０年 

建物付属設備 ６～１８年 

構築物 １０～５０年 

機械及び装置 ９年 

車両運搬具 ４～６年 

医療器械備品、器具及び備品 ２～１５年 

イ リース資産 

   ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 

⑵ 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

本市は、千葉県市町村総合事務組合（退職手当組合）に加入し、毎事業年度支払う一定の負担

金及び退職時の特別の事由により生じる負担金は、病院事業会計で負担していたが、一般会計と

の取り決めにより、全て一般会計で負担することになったため、病院事業会計においては退職給

付引当金を計上していない。 

イ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当（これらに係る法定福利費を含む。）の支給に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を

計上している。 

   ウ  貸倒引当金 

    貸倒引当金については、発生の可能性が低く、回収の見込みがあるため計上していない。 

 

⑶  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

⑴ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負

担すると見込まれる額は、３億６，４９９万９千円である。 
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